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平成23年度決算に基づく健全化判断比率及び

資金不足比率の審査について

地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成19年法律第94号）第 3条第 1項

及び第22条第 1項の規定により、平成24年 7 月27日付け財第６４号をもって審査に

付された、平成23年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率並びにその算

定の基礎となる事項を記載した書類について審査した結果、別紙のとおり意見書を

提出します。
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平成平成平成平成23232323年度決算年度決算年度決算年度決算にににに基基基基づくづくづくづく健全化判断比率審査意見書健全化判断比率審査意見書健全化判断比率審査意見書健全化判断比率審査意見書

第第第第１１１１ 審査審査審査審査のののの対象対象対象対象

知事から提出された平成23年度決算に基づく実質赤字比率、連結実質赤字比率、

実質公債費比率及び将来負担比率（以下「健全化判断比率」という｡）並びにその

算定の基礎となる事項を記載した書類を対象に審査を実施した。

第第第第２２２２ 審査審査審査審査のののの方法方法方法方法

この健全化判断比率審査は、

１ 提出された健全化判断比率が、法令等に照らし、算出過程に誤りはないか

２ その算定の基礎となる事項を記載した書類が適正に作成されているか

を主眼として実施した。

第第第第３３３３ 審査審査審査審査のののの結果結果結果結果

審査に付された次の健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書

類は、いずれも適正に作成されているものと認められる。

健全化判断比率は次のとおりである。

① 実質赤字比率は、実質収支が黒字であり、算定されない。

② 連結実質赤字比率は、連結実質収支が黒字であり、算定されない。

③ 実質公債費比率は、１１．６％となっており、地方公共団体の財政の健全化

に関する法律施行令第７条に定める数値(以下「早期健全化基準」という｡)の

２５％を下回っている。

④ 将来負担比率は、２０８．３％となっており、早期健全化基準の４００％を

下回っている。比 率 名 平成23年度 平成22年度 平成21年度 早期健全化基準実 質 赤 字 比 率 － － － 3.75 ％連結実質赤字比率 － － － 8.75 ％実質公債費比率 11.6 ％ 11.5 ％ 11.7 ％ 25 ％将 来 負 担 比 率 208.3 ％ 215.8 ％ 237.1 ％ 400 ％
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平成平成平成平成23232323年度決算年度決算年度決算年度決算にににに基基基基づくづくづくづく資金不足比率審査意見書資金不足比率審査意見書資金不足比率審査意見書資金不足比率審査意見書

第第第第１１１１ 審査審査審査審査のののの対象対象対象対象

知事から提出された平成23年度公営企業会計の決算に基づく資金不足比率及びそ

の算定の基礎となる事項を記載した書類を対象に審査を実施した。

第第第第２２２２ 審査審査審査審査のののの方法方法方法方法

この資金不足比率審査は、

１ 提出された資金不足比率が、法令等に照らし、算出過程に誤りはないか

２ その算定の基礎となる事項を記載した書類が適正に作成されているか

を主眼として実施した。

第第第第３３３３ 審査審査審査審査のののの結果結果結果結果

審査に付された次の資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類

は、いずれも適正に作成されているものと認められる。

○ 奈良県水道用水供給事業費特別会計、奈良県病院事業費特別会計、奈良県

流域下水道事業費特別会計及び奈良県中央卸売市場事業費特別会計において、

資金不足額はなく、資金不足比率は算定されない。比率名 会 計 名 平成23年度 平成22年度 平成21年度 経営健全化基準奈良県水道用水供 － － －給事業費特別会計奈良県病院事業費 － － 6.7 ％特別会計 ２０ ％奈良県流域下水道 － － －事業費特別会計奈良県中央卸売市 － － －場事業費特別会計

資金不足比率
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資 金 不 足 比 率

付　　　　表

実 質 赤 字 比 率

連結実質赤字比率

実 質 公 債 費 比 率

将 来 負 担 比 率



１　実質赤字比率

一般会計等一般会計等一般会計等一般会計等をををを対象対象対象対象としたとしたとしたとした実質赤字額実質赤字額実質赤字額実質赤字額のののの標準財政規模標準財政規模標準財政規模標準財政規模にににに対対対対するするするする比率比率比率比率

【計算式】

実質赤字比率 ＝

　　　　　　 ＝ 　＝

　　福祉、教育、まちづくり等を行う地方公共団体の一般会計等の赤字の程度を指標化し、

　財政運営の悪化の度合いを示す指標

307,324,839

△ 2,646,008

実質赤字額が発生していない

ため、算定されない◎◎◎◎　　　　一般会計等一般会計等一般会計等一般会計等にににに係係係係るるるる実質収支額 実質収支額 実質収支額 実質収支額 ((((AAAA)))) ［単位：千円］計(3)～(5)-(6) 繰越明許費繰越額 (3) 事故繰越額(4) 事業繰越額(5) 左記に係る未収入特定財源 (6)500,436,059 494,297,840 3,696,945 26,134,570 464,300 0 22,901,925 2,441,274公立大学法人奈良県立医科大学関係経費特別会計 5,769,909 5,769,909 0 0 0 0 0 0母子寡婦福祉資金貸付金特別会計 197,499 126,193 71,306 0 0 71,306 0 0農業改良資金貸付金特別会計 338,618 272,847 65,771 0 0 65,771 0 0中小企業振興資金貸付金特別会計 1,691,180 361,768 1,329,412 0 0 1,329,412 0 0証紙収入特別会計 4,481,962 4,277,228 0 0 0 0 0 204,734林業改善資金貸付金特別会計 344,807 150,370 194,437 0 0 194,437 0 0公債管理特別会計 103,375,167 103,375,167 0 0 0 0 0 0育成奨学金貸付金特別会計 854,782 205,803 648,979 0 0 648,979 0 0617,489,983 608,837,125 6,006,850 26,134,570 464,300 2,309,905 22,901,925 2,646,008◎◎◎◎　　　　標準財政規模 標準財政規模 標準財政規模 標準財政規模 ((((BBBB)))) ［単位：千円］307,324,839金　　　額

歳入総額(1) 歳出総額(2)

合　　　計
一般会計等に属する特別会計

実質収支額(1)-(2)-(3)-(4)-(5)+(6)会計名一般会計 翌年度に繰り越すべき財源

※　地方公共団体の標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源の規模を示すもので、標準税収入額等に普通交付税を加算した額をいいます。　　なお、地方財政法施行令附則第13条第３項の規定により、臨時財政対策債（地方一般財源の不足に対処するため、投資的経費以外の経費にも充てられ　る地方財政法第５条の特例として発行される地方債）の発行可能額についても含まれています。

一般会計等に係る実質赤字額(A)

標準財政規模(B)
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２　連結実質赤字比率

全会計全会計全会計全会計をををを対象対象対象対象としたとしたとしたとした実質赤字実質赤字実質赤字実質赤字（（（（又又又又はははは資金資金資金資金のののの不足額不足額不足額不足額））））のののの標準財政規模標準財政規模標準財政規模標準財政規模にににに対対対対するするするする比率比率比率比率

【計算式】

連結実質赤字額(A)+(B)+(C)+(D)

連結実質赤字比率 ＝

　　　　　　　　 ＝ ＝

307,324,839

標準財政規模(E)

△ 21,124,221

　　すべての会計の赤字や黒字を合算し、地方公共団体全体としての赤字の程度を指標化

　し、地方公共団体全体としての財政運営の悪化の度合いを示す指標

連結実質赤字額が発生してい

ないため、算定されない◎◎◎◎　　　　一般会計等一般会計等一般会計等一般会計等にににに係係係係るるるる実質収支額 実質収支額 実質収支額 実質収支額 ((((AAAA)))) ［単位：千円］計(3)～(5)-(6) 繰越明許費繰越額 (3) 事故繰越額(4) 事業繰越額(5) 左記に係る未収入特定財源 (6)500,436,059 494,297,840 3,696,945 26,134,570 464,300 0 22,901,925 2,441,274公立大学法人奈良県立医科大学関係経費特別会計 5,769,909 5,769,909 0 0 0 0 0 0母子寡婦福祉資金貸付金特別会計 197,499 126,193 71,306 0 0 71,306 0 0農業改良資金貸付金特別会計 338,618 272,847 65,771 0 0 65,771 0 0中小企業振興資金貸付金特別会計 1,691,180 361,768 1,329,412 0 0 1,329,412 0 0証紙収入特別会計 4,481,962 4,277,228 0 0 0 0 0 204,734林業改善資金貸付金特別会計 344,807 150,370 194,437 0 0 194,437 0 0公債管理特別会計 103,375,167 103,375,167 0 0 0 0 0 0育成奨学金貸付金特別会計 854,782 205,803 648,979 0 0 648,979 0 0617,489,983 608,837,125 6,006,850 26,134,570 464,300 2,309,905 22,901,925 2,646,008◎◎◎◎　　　　一般会計等以外一般会計等以外一般会計等以外一般会計等以外のののの特別会計特別会計特別会計特別会計のうちのうちのうちのうち公営企業公営企業公営企業公営企業にににに係係係係るるるる特別会計以外特別会計以外特別会計以外特別会計以外のののの特別会計特別会計特別会計特別会計にににに係係係係るるるる実質収支額 実質収支額 実質収支額 実質収支額 ((((BBBB)))) ［単位：千円］計(3)～(5)-(6) 繰越明許費繰越額 (3) 事故繰越額(4) 事業繰越額(5) 左記に係る未収入特定財源 (6)11,887,431 12,009,711 0 0 0 0 0 △ 122,280303,171 299,471 0 0 0 0 0 3,70012,190,602 12,309,182 0 0 0 0 0 △ 118,580（△は赤字を示す）◎◎◎◎　　　　公営企業会計公営企業会計公営企業会計公営企業会計（（（（法適用企業法適用企業法適用企業法適用企業））））にににに係係係係るるるる資金収支額 資金収支額 資金収支額 資金収支額 ((((CCCC)))) ［単位：千円］17,825,185 1,168,097 03,781,356 3,030,287 021,606,541 4,198,384 0◎◎◎◎　　　　公営企業会計公営企業会計公営企業会計公営企業会計（（（（法非適用企業法非適用企業法非適用企業法非適用企業））））にににに係係係係るるるる資金収支額 資金収支額 資金収支額 資金収支額 ((((DDDD)))) ［単位：千円］計(3)～(5)-(6) 繰越明許費繰越額 (3) 事故繰越額(4) 事業繰越額(5) 左記に係る未収入特定財源 (6)11,048,032 9,711,376 165,453 732,656 0 0 567,203 1,171,203645,516 628,083 0 0 0 0 0 17,43311,693,548 10,339,459 165,453 732,656 0 0 567,203 1,188,636◎◎◎◎　　　　標準財政規模 標準財政規模 標準財政規模 標準財政規模 ((((EEEE)))) ［単位：千円］
翌年度に繰り越すべき財源 資金収支額(1)-(2)-(3)-(4)-(5)+(6)

金　　　額中央卸売市場事業費特別会計合　　　計流域下水道事業費特別会計会　　計　　名 歳入額(1) 歳出額(2)
307,324,839

合　　　計 流動負債控除額 (3) 資金収支額(1)-(2)+(3)16,657,088751,06917,408,157水道用水供給事業費特別会計病院事業費特別会計
合　　　計会　　計　　名 流動資産(1) 流動負債(2)

実質収支額(1)-(2)-(3)-(4)-(5)+(6)県営競輪事業費特別会計観光自動車駐車場費特別会計 歳入総額(1) 歳出総額(2) 翌年度に繰り越すべき財源会　　計　　名合　　　計
一般会計等に属する特別会計

実質収支額(1)-(2)-(3)-(4)-(5)+(6)会　　計　　名一般会計 歳入総額(1) 歳出総額(2) 翌年度に繰り越すべき財源

- 4 -



３　実質公債費比率

一般会計等一般会計等一般会計等一般会計等がががが負担負担負担負担するするするする元利償還金等元利償還金等元利償還金等元利償還金等のののの標準財政規模標準財政規模標準財政規模標準財政規模※※※※にににに対対対対するするするする比率比率比率比率　※　標準財政規模から元利償還金等に係る基準財政需要額算入額を控除した額
【計算式】

実質公債費比率 ＝

平成21年度 平成22年度 平成23年度

３ヶ年平均 （ 12.21087 ＋ 11.05708 ＋ 11.62980 ）÷３

＝ 11.6

31,325,243 29,344,306 30,475,296

256,535,775 265,389,385 262,044,858

　　借入金(地方債)の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示

　す指標

（地方債の元利償還金(A)＋準元利償還金(B)）－（特定財源(C)＋  　　元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額(D)）標準財政規模(E)－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額(D））

［単位：千円］平成23年度 平成22年度 平成21年度地方債の元利償還金（繰上償還額等を除く） (A) 73,950,375 72,173,162 71,710,433準元利償還金 (B) 2,870,833 2,406,701 2,584,602満期一括償還地方債の元金償還相当額 1,165,350 548,683 715,350公営企業債の償還に充てたと認められる繰出金 753,917 758,842 587,140一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又は負担金 0公債費に準ずる債務負担行為に基づく支出 951,566 1,099,176 1,282,112一時借入金の利子 0 0 0特定財源（公営住宅等使用料等） (C) 1,065,931 980,376 1,772,342元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 (D) 45,279,981 44,255,181 41,197,450標準財政規模 (E) 307,324,839 309,644,566 297,733,225

区　　　　　分
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４　将来負担比率

一般会計等一般会計等一般会計等一般会計等がががが将来負担将来負担将来負担将来負担すべきすべきすべきすべき実質的実質的実質的実質的なななな負債負債負債負債のののの標準財政規模標準財政規模標準財政規模標準財政規模※※※※にににに対対対対するするするする比率比率比率比率　※　標準財政規模から元利償還金等に係る基準財政需要額算入額を控除した額
【計算式】

将来負担比率 ＝

545,851,591

262,044,858

　　地方公共団体の一般会計等の借入金(地方債)や将来支払っていく可能性のある負担等

　の現時点での残高を指標化し、将来財政を圧迫する可能性の度合いを示す指標

将来負担比率 ＝ ＝ 208.3%

将来負担額(A)－（充当可能基金額＋特定財源見込額＋地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額）(B)標準財政規模(C)－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額(D)）
◎◎◎◎　　　　将来負担額 将来負担額 将来負担額 将来負担額 ((((AAAA)))) ［単位：千円］区　　　　分 会計名等 金　　額地方債の現在高 一般会計 1,047,812,441公立大学法人奈良県立医科大学関係経費特別会計 32,648,223母子寡婦福祉資金貸付金特別会計 464,346農業改良資金貸付金特別会計 130,324中小企業振興資金貸付金特別会計 3,024,840計 1,084,080,174債務負担行為に基づく支出予定額 一般会計 7,243,162公営企業債等繰入見込額 水道用水供給事業費特別会計 0病院事業費特別会計 6,046,342流域下水道事業費特別会計 886,566中央卸売市場事業費特別会計 68,727計 7,001,635組合負担等見込額 南和広域医療組合 0退職手当負担見込額 一般会計 160,055,624設立法人の負債等額負担見込額 道路公社 0土地開発公社 0公立大学法人奈良県立医科大学 960,687第三セクター等（(財)奈良県林業基金・(財)奈良県農業振興公社・(財)奈良県中小企業支援センター） 6,476,208計 7,436,8951,265,817,490◎◎◎◎　　　　充当可能財源等 充当可能財源等 充当可能財源等 充当可能財源等 ((((BBBB)))) ［単位：千円］金　　額107,111,00014,054,390598,800,509719,965,899◎◎◎◎　　　　標準財政規模 標準財政規模 標準財政規模 標準財政規模 ((((CCCC)))) ［単位：千円］307,324,839◎◎◎◎　　　　元利償還金元利償還金元利償還金元利償還金とととと準元利償還金準元利償還金準元利償還金準元利償還金にににに係係係係るるるる基準財政需要額算入額 基準財政需要額算入額 基準財政需要額算入額 基準財政需要額算入額 ((((DDDD)))) ［単位：千円］45,279,981
地方債の償還額等に充当可能な特定の歳入見込額

金　　　　　　額
地方債の償還等に係る基準財政需要額算入見込額合　　　　　　計金　　　　　　額

合　　　　　　　計区　　　　分地方債の償還額等に充当可能な基金
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５　資金不足比率

公営企業公営企業公営企業公営企業ごとのごとのごとのごとの資金不足額資金不足額資金不足額資金不足額のののの事業規模事業規模事業規模事業規模にににに対対対対するするするする比率比率比率比率

【計算式】

資金の不足額(A)

資金不足比率　＝

 事業の規模(B)

公営企業公営企業公営企業公営企業ごとのごとのごとのごとの資金不足比率資金不足比率資金不足比率資金不足比率

　○　水道用水供給事業

　○　病院事業

　○　流域下水道事業

　○　中央卸売市場事業

＝

18,256,137

＝

△ 1,171,203

6,884,329

△ 17,433

583,834

　　公営企業の資金不足を、公営企業の事業規模である料金収入の規模と比較して指標化

　し、経営状態の悪化の度合いを示す指標

＝

＝

10,818,892

△ 16,657,088

△ 751,069

資金不足額が発生していない

ため、算定されない

資金不足額が発生していない

ため、算定されない

資金不足額が発生していない

ため、算定されない◎◎◎◎　　　　資金資金資金資金のののの不足額 不足額 不足額 不足額 ((((AAAA)))) ［単位：千円］水道用水供給事業費特別会計 17,825,185 1,168,097 0 0病院事業費特別会計 3,781,356 3,030,287 0 0※　建設改良費等以外の経費の財源に充てるために起こした地方債の現在高をいう。 ［単位：千円］計(3)～(5)-(6) 繰越明許費繰越額 (3) 事故繰越額(4) 事業繰越額(5) 左記に係る未収入特定財源 (6)流域下水道事業費特別会計 11,048,032 9,711,376 165,453 732,656 0 0 567,203 1,171,203中央卸売市場事業費特別会計 645,516 628,083 0 0 0 0 17,433◎◎◎◎　　　　事業事業事業事業のののの規模 規模 規模 規模 ((((BBBB)))) ［単位：千円］会計名 営業収益等(1) 受託工事収益(2) 事業の規模(1)-(2)水道用水供給事業費特別会計 10,818,933 41 10,818,892病院事業費特別会計 18,256,137 0 18,256,137流域下水道事業費特別会計 6,884,329 0 6,884,329中央卸売市場事業費特別会計 583,834 0 583,834

解消可能資金不足額(4) 資金収支額(1)-(2)-(3)+(4)法適用企業会計名 流動資産(1) 流動負債(2) 算入地方債※(3) 16,657,088翌年度に繰り越すべき財源 資金収支額(1)-(2)-(3)-(4)-(5)+(6)法非適用企業会計名 歳入額(1) 歳出額(2) 751,069

資金不足額が発生していない

ため、算定されない
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○　一般会計一般会計一般会計一般会計○　特別会計（公営事業会計を除く）・・・・　　　　公立大学法人奈良県立医科大学関係経費特別会計公立大学法人奈良県立医科大学関係経費特別会計公立大学法人奈良県立医科大学関係経費特別会計公立大学法人奈良県立医科大学関係経費特別会計・・・・　　　　母子寡婦福祉資金貸付金特別会計母子寡婦福祉資金貸付金特別会計母子寡婦福祉資金貸付金特別会計母子寡婦福祉資金貸付金特別会計・・・・　　　　農業改良資金貸付金特別会計農業改良資金貸付金特別会計農業改良資金貸付金特別会計農業改良資金貸付金特別会計・・・・　　　　中小企業振興資金貸付金特別会計中小企業振興資金貸付金特別会計中小企業振興資金貸付金特別会計中小企業振興資金貸付金特別会計・・・・　　　　証紙収入特別会計証紙収入特別会計証紙収入特別会計証紙収入特別会計・・・・　　　　林業改善資金貸付金特別会計林業改善資金貸付金特別会計林業改善資金貸付金特別会計林業改善資金貸付金特別会計・・・・　　　　公債管理特別会計公債管理特別会計公債管理特別会計公債管理特別会計地地地地 ・・・・　　　　育成奨学金貸付金特別会計育成奨学金貸付金特別会計育成奨学金貸付金特別会計育成奨学金貸付金特別会計方方方方公公公公 ○　地方財政法上の公営企業以外の事業かつ地方公営企業法の非適用事業共共共共 ・・・・　　　　競輪事業費特別会計競輪事業費特別会計競輪事業費特別会計競輪事業費特別会計団団団団 ・・・・　　　　観光自動車駐車場費特別会計観光自動車駐車場費特別会計観光自動車駐車場費特別会計観光自動車駐車場費特別会計体体体体 ○　地方財政法上の公営企業かつ地方公営企業法の非適用事業・・・・　　　　流域下水道事業費特別会計流域下水道事業費特別会計流域下水道事業費特別会計流域下水道事業費特別会計・・・・　　　　中央卸売市場事業費特別会計中央卸売市場事業費特別会計中央卸売市場事業費特別会計中央卸売市場事業費特別会計○　地方公営企業法の一部適用事業・・・・　　　　病院事業費特別会計病院事業費特別会計病院事業費特別会計病院事業費特別会計○　地方公営企業法の当然適用事業・・・・　　　　水道用水供給事業費特別会計水道用水供給事業費特別会計水道用水供給事業費特別会計水道用水供給事業費特別会計○　一部事務組合・広域連合・・・・　　　　南和広域医療組合南和広域医療組合南和広域医療組合南和広域医療組合○　地方独立行政法人・・・・　　　　公立大学法人奈良県立医科大学公立大学法人奈良県立医科大学公立大学法人奈良県立医科大学公立大学法人奈良県立医科大学○　地方道路公社・・・・　　　　奈良県道路公社奈良県道路公社奈良県道路公社奈良県道路公社○　土地開発公社・・・・　　　　奈良県土地開発公社奈良県土地開発公社奈良県土地開発公社奈良県土地開発公社○　第三セクター（債務を負担している場合）・・・・　（　（　（　（財財財財））））奈良県農業振興公社奈良県農業振興公社奈良県農業振興公社奈良県農業振興公社・・・・　（　（　（　（財財財財））））奈良県林業基金奈良県林業基金奈良県林業基金奈良県林業基金・・・・　（　（　（　（財財財財））））奈良県中小企業支援奈良県中小企業支援奈良県中小企業支援奈良県中小企業支援センターセンターセンターセンター

一部事務組合等一部事務組合等一部事務組合等一部事務組合等
　　　　地方公社地方公社地方公社地方公社・・・・第第第第３３３３セセセセ  クター  クター  クター  クター等等等等

一般会計等一般会計等一般会計等一般会計等
公営事業会計公営事業会計公営事業会計公営事業会計
公営企業会計公営企業会計公営企業会計公営企業会計

実実実実質質質質赤赤赤赤字字字字比比比比率率率率 連連連連結結結結実実実実質質質質赤赤赤赤字字字字比比比比率率率率 実実実実質質質質公公公公債債債債費費費費比比比比率率率率
公営企業ごとに算定

奈良県の健全化判断比率等対象範囲（H23年度決算）

将将将将来来来来負負負負担担担担比比比比率率率率 資資資資金金金金不不不不足足足足比比比比率率率率
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■ 早期健全化基準等（都道府県）

（「地方公共団体の財政の健全化に関する法律及び同法施行令」による）　早期健全化基準等について

◎◎◎◎　　　　早期健全化基準早期健全化基準早期健全化基準早期健全化基準とはとはとはとは　　地方公共団体が、財政収支が不均衡な状況その他の財政状況が悪化した状況におい  て、自主的かつ計画的にその財政の健全化を図るべき基準です。　　地方公共団体は、健全化判断比率のいずれかが早期健全化基準以上である場合には、　「財政健全化計画」を議会の議決を経て定め、速やかに公表し、総務大臣へ報告しな　ければならず、さらに毎年度、その実施状況を議会へ報告し、公表しなければなりま　せん。　　実施状況を踏まえ、総務大臣は必要な勧告をすることができます。◎◎◎◎　　　　財政再生基準財政再生基準財政再生基準財政再生基準とはとはとはとは　　地方公共団体が、財政収支の著しい不均衡その他の財政状況の著しい悪化により自　主的な財政の健全化を図ることが困難な状況において、計画的にその財政の健全化を　図るべき基準です。　　地方公共団体は、健全化判断比率のうちの将来負担比率を除いた３つの指標のいず　れかが財政再生基準以上である場合には、「財政再生計画」を議会の議決を経て定め、　速やかに公表しなければなりません。なお「財政再生計画」に総務大臣の同意を得て　いる場合でなければ、原則として地方債の起債ができません。また計画に適合しない　財政運営であると認められる場合等において、総務大臣は予算の変更等必要な措置を　勧告することができます。

早期健全化基準 財政再生基準

①　実質赤字比率 3.75% 5%

②　連結実質赤字比率 8.75%    15% ※
③　実質公債費比率 25% 35%

④　将来負担比率 400% －

○　資金不足比率

経営健全化基準

20%

※  ３年間の経過的な基準（H21年度 25% → H22年度 25% → H23年度 20%）を設けており、経過措置終了後の基  準が15%である。

◎◎◎◎　　　　経営健全化基準経営健全化基準経営健全化基準経営健全化基準とはとはとはとは　　地方公共団体が、自主的かつ計画的に公営企業の経営の健全化を図るべき基準です。　　資金不足比率が経営健全化基準以上となった場合には、「経営健全化計画」を議会　の議決を経て定め、速やかに公表し、総務大臣へ報告しなければならず、さらに毎年　度、その実施状況を議会へ報告し、公表しなければなりません。　　実施状況を踏まえ、総務大臣は必要な勧告をすることができます。- 9 -




